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序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文

　インドネシア共和国水道環境衛生訓練センターは、1990年、我が国の無償資金協力によって建

設され、1991年４月から1997年９月までの６年半にわたって、水道及び廃棄物処理分野における

技術者の訓練コースの開発、実施を行ってきました。しかしながらプロジェクト終了後、アジア

経済危機や地方分権化によって技術者の育成にかかわる体制が変化したため、その活動は低迷し

ています。

　こうした状況の下、施設の整った本訓練センターを独立採算法人化によって再活性化するため

に必要な経営改善及び組織改善化に係る協力要請がインドネシア共和国政府より提出されました。

　本報告書は事前調査を取りまとめ、引き続き実施を予定している本格調査に資するためのもの

です。

　ここに、本調査の実施にあたり、ご協力とご支援を頂いた内外の関係者各位に対し、心から感

謝の意を表します。

　平成16年１月

独立行政法人国際協力機構独立行政法人国際協力機構独立行政法人国際協力機構独立行政法人国際協力機構独立行政法人国際協力機構
理事　理事　理事　理事　理事　松岡和久松岡和久松岡和久松岡和久松岡和久



＊平成15年10月１日より、国際協力事業団は、独立行政法人国際協力機構となりました。本報

告書本文では、各調査実施当時の名称「国際協力事業団」を使用しておりますが、これらはすべ

て、「独立行政法人国際協力機構」を指しております。なお、英文略称である「JICA」は引き続

き使用いたします。
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第１章　事前調査の概要第１章　事前調査の概要第１章　事前調査の概要第１章　事前調査の概要第１章　事前調査の概要

１－１　要請の背景

　インドネシア共和国（以下、「インドネシア」と記す）政府は、第４次国家開発計画（1984～1989年）

及び第５次国家開発計画（1989～1994年）において、インドネシアの水道並びに環境衛生サービス

を改善することを目標としており、これに必要な人材育成を推進するため、1986年に我が国に要

員訓練センターに対する無償資金協力及び建設後のプロジェクト方式技術協力を要請してきた。

これを受けて、JICAでは1990年３月23日に無償資金協力による「水道環境衛生訓練センター（Water

Supply and Enveironmental Sanitation Traing Center）」を完成し、引き渡しが行われた。

　これに引き続き、1991年４月１日から1996年３月31日までの間、水道及び廃棄物処理分野での

中堅技術者を養成するためのプロジェクト方式技術協力が実施された。プロジェクトの目的は、

①水道及び廃棄物処理分野の中堅技術者を要請するための上級訓練コースを実施できる人材の育成

を図る、 ②コース実施に必要な教材の開発を支援する、 ③さらに、プロジェクト終了時におい

て、インドネシア側独自で本コースの運営・管理ができる能力を移転することであった。

　５年間のプロジェクト期間中に、所期の目標であった研修コース数、及び受講者数をほぼ達成

することができ、インドネシア側で持続的に研修を実施できるようになったものの、より現状を

反映したカリキュラム作成が必要なコース、及び教材作成が遅れているコースが存在することが

明らかとなった。

　それに対応するために、５年間の協力終了後は、カリキュラム及び教材の作成が遅れていた、

「排水システム計画設計」「管路維持管理」「漏水防止」「電気・計装設備」「し尿・生活排水処理」の

５コースについて1996年４月１日から1997年９月30日までの間フォローアップを実施し、専門家の

派遣及び研修員の受入れを行った。

　フォローアップ終了後は、1997年の通貨危機の影響を受けて予算が大幅に削減されたことに伴

い、参加者数が減少して、その結果、研修コース数も減少を余儀なくされたが、居住地域インフ

ラ省の下で研修の実施・運営を継続して行っている。

　現在、インドネシアでは地方分権化政策を進めており、従来の中央政府主導から中央・地方の

行政機能強化を図っている。このように、地方において実務に携わる技術者の人材養成が急務と

なっているなかで、本訓練センターに求められる役割は一層大きくなっている。

　かかる状況に対処するため、インドネシア政府は従来の訓練コースの質の向上を図り、よりニー

ズに合致したコースを実施するための人材養成を行うことを目的とした、本訓練センターのアフ

ターケア協力を要請してきた。
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１－２　アフターケア調査

（１） 調査団派遣の経緯と目的

　水道環境衛生訓練センター計画プロジェクトの現状を確認し、アフターケア協力の必要性を

確認すること、インドネシア政府からの要望に基づいて、アフターケア協力の具体的内容につ

いて協議すること、及び協議結果を双方の合意事項としてミニッツに取りまとめることを目的

として、アフターケア調査は実施された。

　本調査の結果、本訓練センターは、世界銀行の資金援助による研修コースの実施とJICA主

催によるセミナーの実施が主たる活動となっており、プロジェクト終了時と比較して大幅に縮

小していることが明らかとなった。

　しかしながら、インドネシア政府は本訓練センターを独立採算法人化する計画を有してお

り、本訓練センター職員の人件費は政府が負担し、運営費については受講者が属する地方自治

体から徴収するなどにより、独立採算に移行する準備を進めていることが明らかとなった。こ

れによって、従来にも増して研修の実施、ひいては受講者の確保が重要となっている。

　コース数及び参加者の減少の原因を考えると、現場のニーズに合致しない研修を実施してい

る可能性があげられる。研修コースの内容は旧態依然としており、テキストの改定、及び現場

におけるニーズ把握のための調査も行われていない状況であることが明らかとなった。

　プロジェクトの多くのカウンターパートが他の機関に異動している状況も明らかとなり、そ

の結果、機材の維持管理にも問題を生じていることが判明した。

　アフターケア協力の実施については、本訓練センターが研修コースを実施し現場において求

められる人材を育成することが強く求められているが、追加協力の実施に先立ち、①人材の適

正配置を行うこと、②他機関との連携を強化することについて、インドネシア側が具体的な方

向性を明らかにする必要がある、との結論に至った。これらの点について、インドネシア側が

明確な方向性を示した場合には、アフターケア協力を実施する方向でその内容について、協議

をすべきという提言がなされた。

（２） 調査期間

　2001年２月11日～16日

（３） 調査団の構成

担当分野 氏　名 所　属

団長／総括 国包　章一 国立公衆衛生院 水道工学部 部長

廃棄物処理 二見　壽之 財団法人日本環境衛生センター 理事

水道計画 木村　康則 東京都水道局 東部第一支所 配水課 課長

協力企画 角河　佳江 国際協力事業団 社会開発協力部 社会開発協力第一課 職員
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１－３　事前評価調査

（１） 調査団派遣の経緯と目的

　アフターケア調査結果を踏まえ、JICAインドネシア事務所等を通じて収集した情報によっ

て作成した協力案に基づき、本訓練センターの現状の確認、活動状況・実績の確認、及び本訓

練センターと関係機関（水道協会、水道公社、地方自治体、関係各省、大学等）との連携にかか

わる実態の確認を行った。また、本訓練センターの活動上の問題点、協力ニーズについて把握

し、協力内容を具体的に検討すること、協力（案）についてインドネシア側の合意が得られた場

合には、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）、討議議事録（R／D）案について説明

することを目的として事前評価調査団を派遣した。

　調査の結果、活動状況は依然として低調であるものの、独立採算化に向けた手続きがインド

ネシア政府内で進められていること、インドネシア水道協会との間で、連携に向けた調整が進

められていることなどの状況が明らかとなり、本件協力の実施によって本訓練センターの活動

が活性化して、人材育成が促進される見通しが確認された。

　したがって、プロジェクトのPDM、インドネシア・日本側双方の投入について協議を行う

とともに、R／D案についての説明を行った。

（２） 調査期間

　2002年９月29日～10月３日

（３） 調査団の構成

１－４　討議議事録（R／D）協議

（１） 調査結果に基づき、2002年11月８日付けにて事前評価結果の決裁を経て、2002年12月18日

に実施協議を依頼済みである。

（２） R／D協議中に、アジア開発銀行が作成した水道公社改革にかかわる報告書（REFORM OF

WATER ENTERPRISES TA：3782-INFO DRAFT INTERIM REPORT, OCTOBER 2002）

において、「水道環境衛生訓練センターは、人材、機材、モジュール等を他の訓練機関に移管

し、施設は教育省に高等教育用として提供する」ことが提案されていることが判明した。ま

た、当該報告書に記載されている人材育成体制は、事前評価調査において聴取した内容と大き

担当分野 氏　名 所　属

団長／総括  国包　章一 国立保健医療科学院 水道工学部 部長

協力企画  長谷川　敏久 国際協力事業団 社会開発協力部 社会開発協力第一課 職員
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く異なっていることが明らかとなった。

　したがって、JICAインドネシア事務所に対し、2002年１月30日付けにてアジア開発銀行

（ADB）の報告書に記載されている内容に対するインドネシア政府の見解、及び水道関連の人

材育成に係る方針・戦略を、改めて協議、確認するよう依頼している。
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第２章　事前評価結果概要第２章　事前評価結果概要第２章　事前評価結果概要第２章　事前評価結果概要第２章　事前評価結果概要

２－１　プロジェクト事業事前評価概要

　案件名：水道環境衛生訓練センター再活性化プロジェクト

　対象国：インドネシア共和国

　実施地域：ブカシ市（ジャカルタより約20km）

　実施予定期間：2002年12月上旬から２年間

２－２　プロジェクト要請の背景

　水道環境衛生訓練センターは、1990年に我が国の無償資金協力により建設され、1991年４月～

1997年９月までの６年半にわたりプロジェクト方式技術協力を実施し、水道及び廃棄物処理分野

における技術者の訓練コースの開発・実施を行ってきた。プロジェクトは、ほぼ当初の目標どお

りの研修実績を達成して終了した。しかしながら、プロジェクト終了後、アジア経済危機や地方

分権化により、水道・環境衛生分野の技術者の育成にかかわる体制が大きく変化し、本訓練セン

ターの研修予算が大幅に削減された結果、活動状況は低迷している。インドネシア政府は、本訓

練センターを含めた政府内の研修機関を「独立採算法人」として、有償での研修実施により経費を

賄いつつ運営を行うという政策を進めており、独立採算法人化に係る大統領令が準備中である。

一方、水道普及率、無収水率等の指標から判断して水道事情は改善の方向に向かっておらず、廃

棄物の適切な管理の問題も顕在化し、水道・環境衛生分野の人材育成ニーズはますます高まって

いる。このような背景の下、施設の整った本訓練センターを独立採算法人化により再活性化する

ために必要な経営改善・組織改善に係る協力要請が、インドネシア政府より提出された。

２－３　国別事業実施計画における位置づけ

　本案件は、インドネシア国別事業実施計画における援助重点分野「社会開発と貧困削減」のなか

の開発課題「社会基盤の整備」のうち、地方簡易給水施設の普及・整備のための水道計画策定と水

道公社への指導に関する協力として位置づけられる。また、援助重点分野「環境保全」の開発課題

「居住環境の改善」における人材育成に対する協力としても位置づけられる。

２－４　プロジェクトの概要及び達成目標

（１） 達成目標

１）　プロジェクト終了時の達成目標

①　目　標

　本訓練センターが独立採算法人化によって水道環境衛生分野の改善に資する再活性化プ



－6－

ランを実施するための体制を整備し、自力でプランの実施を開始する。

②　指　標

・事業計画を立案・見直しする能力を有する幹部職員の人数（目標人数３名）。

・試験分析実習室、及び各種機材が日常的に活用される。

・本訓練センターの機能を生かした資格付与等の制度が提案される（目標数１件）。

２）　協力終了後に達成が期待される目標

①　目　標

・本訓練センターが独立採算により運営される。

②　指　標

・十分な数の活動が本訓練センターにおいて実施される。

・本訓練センターの機能を生かした資格付与等の制度が確立する。

（２） 成　果

１）　再活性化プラン策定に必要な情報が収集・分析される。

２）　各種事業の実施計画が策定される。

３）　各実施計画及び運営体制を取りまとめた再活性化プランが策定される。

４）　カウンターパートが独自に再活性化プランを策定・改訂・実施するために必要な技術・

知識を身につける。

５）　再活性化プラン実施に必要な機材が整備され、本訓練センターの管理システム（研修、試

験分析室）が確立する。

６）　本訓練センターの機能を生かして、水道環境衛生状況の改善に貢献するための制度（公的

資格認定制度等）に関する提案を行う。

（３） 投　入

１）　日本側

　総費用：約9,500万円

　長期専門家：２名（組織・経営改善１名、試験分析室の管理・運営１名）

　短期専門家：２名／年　程度

　カウンターパート研修員受入れ：１名／年　程度

　機材供与：1,000万円（供与済み機材のスペアパーツ等）

２）　相手国側

　土地・施設提供、運営経費、カウンターパートの配置
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（４） プロジェクト実施体制

１）　先方実施機関：インドネシア居住地域インフラ省人材開発庁

２）　国内協力機関：厚生労働省

２－５　事前評価結果

（１） 妥当性

　インドネシア政府は、給水率の拡大や無収水率の低減という目標を掲げているものの、予算

不足や事業主体である水道公社の技術者の質的・量的な不足により状況は停滞している。本訓

練センター再活性化プロジェクトは、これらの問題解決のためにの技術者を育成するものであ

り、インドネシアの水道事業運営にとって不可欠の課題であることから、本協力の妥当性は高

い。また、無償資金協力等による水道施設の整備も実施されているが、施設の維持管理を適切

に行うためには、かかる技術者の育成が不可欠であると指摘されており、資金協力効果の促進

がなされることも見込まれる。

（２） 有効性

　水道公社や地方自治体のニーズに的確に対応するため、受益者負担による独立採算法人化を

採用し、柔軟な事業実施が可能となっている。したがって、組織・経営改善を中心とした協力

により実施体制を確立することは、水道環境衛生分野の事業主体の能力向上に有効である。

（３） 効率性

　本協力は、インドネシアの開発課題である安全な水の安定供給と居住環境の改善のために、

我が国の協力によって基盤が整備されている本訓練センターを有効活用しようとするものであ

り、小規模な投入で大きな成果が期待できる。

（４） インパクト

　水道環境衛生分野は地方分権化によって、水道公社や地方自治体が実施主体となっており、

それぞれの機関のニーズを踏まえた人材育成や試験分析サービス供給が求められている。本訓

練センターはこれらに的確に応えることにより大きなインパクトが期待できる。

（５） 自立発展性

　独立採算法人化に対応する本訓練センターの経営システム・組織体制の整備が本プロジェク

トの対象であり、プロジェクト目標が達成される場合には自立発展性についても確保される見

通しである。
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２－６　関連情報

（１） 我が国との他のかかわり

１）　無償資金協力

　水道環境衛生訓練センター建設計画（1990年完成　約11億円）

２）　プロジェクト方式技術協力

　「水道環境衛生訓練センター計画」（1991年４月～1996年３月　５年間）

　「水道環境衛生訓練センター計画フォローアップ」（1996年４月～1997年９月　１年６か月）

３）　個別専門家

　長期専門家（水道計画）が居住地域インフラ省都市地方開発総局に派遣中である。2002年度

には、水道公社の財務指導短期専門家が派遣された。

４）　現地国内研修

　無償資金協力「スラウェシ地方水道改善計画」の対象となっている水道公社職員の技術力向

上のための現地国内研修を、2002年度に本訓練センターで実施する計画である。

（２） 他のドナーの動き

　本訓練センターでは、世界銀行、アジア開発銀行（ADB）の支援による水道分野、環境衛生

分野の各種研修コースが実施されている。いずれも恒常的なものではなく、短期的なセミナー

形式の活動である。また、ドイツ技術協力公社（GTZ）の専門家がインドネシア水道協会に派

遣されて人材育成に関する活動を行っている。

（３） グローバルイシューに関する特記事項

　大都市部に比べて、地方における水道の普及は大幅に遅れており、多くの地方住民は安全な

水の安定的な確保が困難な状況にある。本協力は、人材育成を通じてこの課題に貢献するもの

である。

（４） 広報上のポイント

　水道環境訓練センター再活性化プロジェクトは、我が国の協力によって設立した、地方開発

や環境改善という重要政策における人材育成等をになう本訓練センターが、地方分権化等の急

速な政策環境の変化に対応ができず、活動が低迷している状況を、組織・経営面の改善に向け

た協力により改善しようとするものである。本協力は小規模な投入を想定しているものの、幅

広い成果が期待されており、過去の協力成果を更に発展させるための知的支援として広報すべ

きものと考える。
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（５） 治安の状況

　問題なし。

JICA

専門家

組織経営改善アドバイザー

試験分析室管理アドバイザー

合同調整
委員会
（JCC）

居住地域インフラ省

人材開発庁

教育訓練局

水道環境衛生訓練センター

保健省

環境省

インドネシア水道協会

水道公社

厚生労働省

都市地方開発総局

インドネシア側インドネシア側インドネシア側インドネシア側 日本側日本側日本側日本側

プロジェクト実施体制図プロジェクト実施体制図プロジェクト実施体制図プロジェクト実施体制図





付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料

１．討議議事録（案）

２．アフターケア調査帰国報告会資料

３．事前評価調査帰国報告会資料
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インドネシアインドネシアインドネシアインドネシアインドネシア

水道環境衛生訓練センターアフターケア調査水道環境衛生訓練センターアフターケア調査水道環境衛生訓練センターアフターケア調査水道環境衛生訓練センターアフターケア調査水道環境衛生訓練センターアフターケア調査

帰国報告会資料帰国報告会資料帰国報告会資料帰国報告会資料帰国報告会資料

20012001200120012001年２月年２月年２月年２月年２月2828282828日日日日日（（（（（水水水水水）））））
1414141414時時時時時3030303030分～分～分～分～分～1616161616時時時時時3030303030分分分分分

２．アフターケア調査帰国報告会資料
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インドネシア水道環境衛生訓練センターアフターケア調査インドネシア水道環境衛生訓練センターアフターケア調査インドネシア水道環境衛生訓練センターアフターケア調査インドネシア水道環境衛生訓練センターアフターケア調査インドネシア水道環境衛生訓練センターアフターケア調査
帰国報告会帰国報告会帰国報告会帰国報告会帰国報告会

日時：2001年２月28日（水）　14時30分～16時30分

場所：国際協力事業団　医療協力部内会議室

議題：

１．調査目的及び調査日程説明（角河）

２．調査結果の総括　（国包団長）

３．廃棄物処理分野の調査報告（二見団員）

４．水道分野の調査報告（木村団員）

５．質疑応答

出席者：

外務省　経済協力局技術協力課　金子事務官

厚生労働省　国際課国際協力室　辻原室長補佐

環境省　地球環境部環境協力室　中尾室長補佐

環境省　廃棄物・リサイクル対策部　企画課　尾川課長補佐

国際協力事業団　アジア一部東南アジア課　望戸職員

国際協力事業団　社会開発協力部社会開発協力一課　押山課長

国際協力事業団　社会開発協力部社会開発協力一課　多田課長代理

添付資料：帰国報告会資料
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１．アフターケア調査団派遣１．アフターケア調査団派遣１．アフターケア調査団派遣１．アフターケア調査団派遣１．アフターケア調査団派遣

１－１　派遣の経緯と目的

　インドネシア共和国（以下、「インドネシア」と記す）政府は第４次国家開発計画（1984～1989年）

及び第５次国家開発計画（1989～1994年）で、インドネシアの水道並びに環境衛生サービスを改善

することを目標とし、その人材育成計画を推し進めるため、1986年に我が国に要員訓練センター

に対する無償資金協力及び建設後のプロジェクト方式技術協力を要請してきた。

　この要請に対し、1990年３月23日に無償資金協力（11億4,100万円）による水道環境衛生訓練セン

ター（Water Supply and Environmental Sanitation Traing Center）が完成し、引き渡しが行わ

れた。

　これに引き続き、1991年４月１日～1996年３月31日までのプロジェクト方式技術協力を実施し

た。目的は、①水道及び廃棄物処理分野における中堅技術者を養成するための上級訓練コースを実

施できる人材の育成を図る、②コース実施に必要な教材の開発を支援する、③さらに、プロジェク

ト終了時において、インドネシア側独自で本コースの運営・管理ができるような能力を移転する、

ことであった。

　５年間のプロジェクト期間中に、所期の目標であった研修コース数及び受講者数にほぼ達成す

ることができ、インドネシア側で持続的に研修を実施できるようになったものの、より現状を反

映したカリキュラムの作成が必要なコースや教材作成が遅れているコースが見受けられた。

　そのためプロジェクト終了後は、1996年４月１日～1997年９月30日までのフォローアップとし

て、自立がまだ難しいコースや現実の変化に対応した改訂が必要なコースなどの支援を行うため

に、専門家派遣や研修員受入れを行った。

　フォローアップ終了後は、1997年の通貨危機の影響を受けて予算が大幅に削減されたことに伴

い、参加者数が減少して、研修コース数も減少を余儀なくされている。

　他方、インドネシアでは地方分権化政策を進めており、従来の中央政府主導から中央・地方の

行政機能強化を図っている。このように地方において実務に携わる技術者の人材養成が急務となっ

ているなかで、本訓練センターに求められる役割は一層大きくなっている。

　かかる状況に対処するため、インドネシア政府は従来のコースの質の向上を図り、よりニーズ

に合致したコースを実施するための人材育成を行うアフターケア協力を要請してきた。

１－２　調査団の構成

担当分野 氏　名 所　属

団長／総括 国包　章一 国立公衆衛生院 水道工学部 部長

廃棄物処理 二見　壽之 財団法人 日本環境衛生センター 理事

水道計画 木村　康則 東京都水道局 東部第一支所 配水課 課長

協力企画 角河　佳江 国際協力機構 社会開発協力部 社会開発協力一課 職員
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１－３　調査日程

日順 月　日 時間 調査内容

１ ２月11日（日） 16：25

18：00

ジャカルタ（JL725）

Hotel Mandarin

２ ２月12日（月） 11：00

12：45

14：00

日本人専門家（児玉、若林専門家）

JICAインドネシア事務所との打合せ

居住地域インフラ省都市地方開発総局（Mr. Budiman Arief）との

打合せ

打合せ

１．Mr. Ismanto（職員教育訓練センター局長）

２．Dr. Ir. A. Hermanto Dardak, MSc

　　（居住地域インフラ省計画国際協力部長）

３．Mr. Agoes Widjanarko, MIP

　　（居住地域インフラ省都市地方開発総局技術部長）

４．Mr. Harry Soelarto（水道環境衛生訓練センター長官）

５．Mr. Foort Bustraan

　　（インドネシア水道協会組織技術アドバイザー）

３ ２月13日（火） 10：30

13：30

17：00

河野 二等書記官表敬

ジャカルタ→ブカシ

ブカシセンターにて協議

Mr. Harry Soelarto（水道環境衛生訓練センター長官）

インドネシア水道協会との打合せ

４ ２月14日（水）  9：00

10：00

PM

Mr. Budiman Arief（都市地方開発総局長）との打合せ

Ms. Sri Hadiarti（人材開発庁長官）との打合せ

ミニッツ協議

５ ２月15日（木） 10：00

13：00

16：00

17：00

23：45

Mr. Ismanto（職員教育訓練センター局長）との打合せ

ミニッツ署名

JICAインドネシア事務所（庵原所長）報告

在インドネシア日本大使館報告（河野二等書記官）

ジャカルタ（JL726）
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１－４　主要面談者

（１） インドネシア側関係者

１）　居住地域インフラ省（Ministry of Settlement & Regional Infrastructure）

①　人材開発庁（Human Resources Development Agency）

Ms. Sri Hadiarti Head

Mr. Ismanto Director of Training and Education

②　都市地方開発総局（Directorate General of Urban and Rural Development）

Ir. Budiman Arief Director

Ir. Agoes Widhanarko Director of Technical Guidance

２）　水道環境衛生訓練センター（Water Supply and Environmental Sanitation Traing Center）

Mr. Harry Soelarto Head

Ms. Nurkia Tambuna Head of Programme Section

Mr. Widhi Handoko Lecture/Instructor

Mr. Sudjoko Administration Section

３）　インドネシア水道協会（Indonesian Water Supply Association）

Ir. Kumala Sireger President

Prof. Dr. Benny Chatib Chairman of Perpamsi Training Foundation

Mr. Foort Bustraan Institutional and Technical Adviser

Ir. H.Uki Ashardijatno

（２） 日本側関係者

１）　在インドネシア日本大使館

河野　典厚 二等書記官

２）　JICA派遣専門家

児玉　豊 水道政策担当

若林　完明 廃棄物処理政策担当

３）　JICAインドネシア事務所

庵原　宏義 所　長

北野　一人 所　員

秋山　純一 所　員
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２．要　約２．要　約２．要　約２．要　約２．要　約

（１） 人材開発庁での協議

　当庁は、水道環境衛生訓練センターを所管する居住地域インフラ省傘下の一機関であり、本

件アフターケア調査に関して、人材開発庁長官のMs. Sri Hadiarti、職員教育訓練センター局

長のIr. Ismantoたちと延べ数回にわたって協議した。

　しかしながら、今回の訪問は2001年１月の中央省庁再編直後であり、いまだ当庁の新組織

が円滑に機能するには至っておらず、本訓練センターの活動状況に関しても十分に把握してい

るとは言い難い面があった。そのため、当面は、当庁内における本訓練センターの重要性の再

認識と、アフターケアの実施に向けて基礎条件の整備を図る必要があると考えられ、関連する

重要な課題を整理してミニッツに盛り込んだ。今後、これらの課題の解決に向けて、インドネ

シア側の自主的な取り組みが認められるようになった段階で、アフターケアの実施に踏み切る

ことが妥当であると考えられる。

　なお、長官のMs. Sri Hadiartiは着任早々で十分に時間が取れず、また、水道・環境衛生セ

クターの業務経験に乏しいため、本調査団との協議では必ずしも満足な成果が得られなかっ

た。しかし、本訓練センターを担当する局長のIr. Ismantoは、過去に廃棄物行政等の経験も

あり、協議では本訓練センターの現状と今後のあるべき方向について十分な理解が得られた。

同局長との具体的な協議内容は、次項で述べる都市地方開発総局長Ir. Budiman Ariefとの協

議内容とほぼ同じである。

（２） 都市地方開発総局での協議

　当総局は、地方自治体が所管する水道・環境衛生事業に係る事務を所掌しており、本訓練セ

ンターで行われる訓練に直接かかわる部門の行政を担当している。総局長のIr. Budiman Arief

は、過去に旧公共事業省人間居住総局（Cipta Karya）の中部地域実施局（Directorate of

Implementation in Central Region）の局長や、旧公共事業国務大臣府（State Ministry of

Public Works）の大臣顧問（Adviser）等を務めた経験があり、水道・環境衛生分野の行政に精

通している人物である。このように総局長は、本件アフターケアの実施を考えるうえで、極め

て重要な立場にあり、前後２回にわたって会談して、本訓練センターの現状改善に関して同総

局長による強力な支援を要請した。そして、本訓練センターとバンドンの人間居住研究所、環

境管理庁の環境管理センター及びインドネシア水道協会との協力・協調体制の確立、本訓練セ

ンターの体制整備と管理運営能力の向上、本訓練センターの訓練需要の把握並びに、本訓練セ

ンターの2001年度（会計年度は１～12月）予算及び訓練実施計画の早期策定等が当面の重要な

課題であることを伝えるとともに、これらの課題に関して十分な理解を得ることができた。さ
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らに、今後における本訓練センターの活性化方策として、訓練コース受講者に対して公的な資

格を付与すること、及び本訓練センター水質試験室が公認水質試験機関として認定を受けるこ

とについて、その可能性を追求する必要があることも議論した。そして、同総局長からは、本

件アフターケアの実施について、人材開発庁長官Ms. Sri Hadiartiを全面的に支援する旨の回

答が得られ、また、その旨を本調査団長から同長官に伝えてくれるよう申し出があり、このこ

とを同長官に伝えたところである。

（３） 水道環境衛生訓練センター訪問

　本訓練センターでは、所長以下担当職員とその現状及び将来について意見交換するととも

に、施設・機材の維持管理状況について調査した。

　所長の現状認識は必ずしも十分であるとは思えなかったので、前項で記したような課題を説

明して理解を求めた。施設の維持管理について特段の問題点はなかったが、機材の維持管理に

はいくつかの問題点が認められた。原因としては十分な資質を備えた責任者が水質試験室に配

置されていないことと、大いに関係していると考えられた。

（４） インドネシア水道協会訪問

　インドネシア水道協会は、約300の地方水道公社（PDAM）によって組織されている団体であ

る。同協会では、会長のIr. Kumala Sireger（メダン市水道局長兼任）、下記の訓練財団責任者

のProf. Dr. Benny Chatibら、主立った関係者と会談した。

　同協会はその傘下に訓練財団（Training Foundation）を有しており、同財団では、水道の専

門教育を行う高等学校を最近になって設立しているほか、メダン、ボゴール等の国内都市にお

いて、それぞれの水道事業体の施設を活用した周辺の水道技術者の訓練も始めているとのこと

であった。これらは、明らかに本訓練センターの活動と一部重複するものであるが、本訓練セ

ンターのように整った訓練施設を保有しているわけではない。そのため、同協会と本訓練セン

ターとが相補的な協力関係をもつことによって、水道技術者の総合的な訓練体制の確立が期待

されることから、今後における本訓練センターとの密接な協力を要請した。これに対して、同

協会会長からは、本訓練センターからのはたらきかけがあれば喜んで協力したいとの回答を得

た。
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３．プロジェクトサイトの現状３．プロジェクトサイトの現状３．プロジェクトサイトの現状３．プロジェクトサイトの現状３．プロジェクトサイトの現状

３－１　各コースの現状

　水道環境衛生訓練センターに関する基本的な事項について、インドネシア政府の関係部署との

ミーティングを実施した。２月13日に約３時間程度と短い時間であったが、本訓練センターを訪

問して、職員とセンターの運営、研修の実施状況や課題等のミーティングを行い、施設・設備機

器類の状況を視察した。

　プロジェクトの目的である、①水道及び廃棄物処理分野における中堅技術者を養成するための

上級訓練コースを実施できる人材の育成、②コース実施に必要な教材の開発、③インドネシア独

自でのコースの運営・管理できる能力の移転、などの基本的な事項を踏まえ、特に、本訓練セン

ターにおけるミーティング、及び視察結果に基づいて以下に報告する。

（１） 研修実績

　プロジェクト期間の1991年から当初５年間は、おおむね所期の目標であった研修コース及

び受講者数は達成できていたが、その後、減少し、特に、1997年以降については、通貨危機

の影響により予算が大幅に削減されたことにより激減している。この時期の研修実績は数値と

しては計上されているが、本来の本訓練センターの機能を活用した研修コース実績は、ほとん

どない状況と推測される。最近、世界銀行の支援やJICAのバックアップ等による研修が実施

されているが、実験室や設備機器類が使用された状況はうかがえず、ほとんど、本訓練セン

ターの機能は活用されていないと推測される。

　原因としては、本訓練センターは、国費負担による研修制度になっているため、国の財政状

況の悪化を直接受けたものと思われるが、今回、訪問したインドネシア水道協会で実施してい

る研修情報等をみると、現在のインドネシア水道分野における研修ニーズと本訓練センターの

研修コースの設定等に乖離があることも考えられる。

（２） 組織の状況と本訓練センターの運営及び研修スタッフについて

　現時点では、設立当時の組織表と比べると、特に大きな変化はみられないが、今後、中央省

庁再編成等により変更も想定される。研修の運営・実施に不可欠なスタッフ等についてである

が、スタッフリストからは人員や配置面に問題は見い出せないが、実験室や水質試験室の関係

機器類の管理・使用状況から判断すると能力や人材面において適切な配置がなされていないと

思われる。

　また、本訓練センターを運営する職員の、同センターの運営・管理や独立採算法人化の動き

等についての意識や取り組みについてであるが、問題意識はあるものの具体的な対策や前向き
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な取り組みは確認できなかった。日本側の支援への期待の大きさだけがうかがえた。

（３） 総　括

　本訓練センター設立時の社会・経済状況が、急激に大きく変化したことから、不可抗力な面

もあるが、その後の対応策も取られておらず、現在はほとんど機能を発揮していない状況にあ

る。

３－２　効果の発現状況

　JICA水道専門家の報告では、インドネシアの水道の現状は、給水普及率20％以下、無収率30％

以上の状況にあるが、ここ数年はあまり改善がみられないと指摘している。その要因としては、

経済危機の影響も大きいと思われるが、インドネシアの地方水道公社技術者の維持管理に対する

知識・認識の不足や、水道整備を実施する政府においても水道計画のノウハウが確立されてない

ことがあげられる。

　本訓練センターの研修実績は、過去の実績表からみても、まだ少ない現状にあり、受講生のア

ンケートやその後の業務面等における登用・活用のされ方などについて状況調査がないため、現

時点においては、プロジェクトの効果を見い出すことは難しい状況にある。しかし、インドネシ

アにおける水道普及状況や国及び水道公社における水道技術の現状など、本訓練センターをとり

まく水道分野の状況や国の政策等から判断すると、プロジェクトの目的である本訓練センターに

よる人材育成、特にその施設や設備機器類を活用した技術・知識の移転は、今後、ますます必要

になるものと思われる。

　そのためには、受講生から意見聴取等の追跡調査や300にのぼる水道公社における研修ニーズ等

を掘り起こし、ニーズに応じた研修コースの再検討、センター運営を視点に入れた研修実施方法、

国の機関や類似施設等との連携などが不可欠である。また、本訓練センターの施設や設備は、イ

ンドネシア国内の他の訓練施設等と比較しても充実していることから、例えば、研究機関や水質

分析機関として利用するなど、本訓練センターの機能を高めていくことが、今後のプロジェクト

の効果を高めるものと考えられる。

３－３　主要機材の活用及び保守状況

　資機材の使用状況や修繕等の必要度は、提出資料や専門家の調査によって、おおむね状況把握

が可能なため、ここでは現地で見た印象を中心に報告する。また、建物の状況についても報告す

る。
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（１） 建物施設

　建築後、10年経過しているものの、建物全体としては良好な状況に管理されており、特に

建築物として大きな補修などの必要は認められなかった。

　事務室は古くなっているものの日常使用されているため、普通に管理されており、大・小の

講義用教室は、世界銀行等の支援による研修に使用されていることもあって整理され、清掃も

行きとどいていた。食堂や宿泊施設は、最近、利用された様子がないが、清掃や多少の修繕等

を加えればすぐにも利用できるものと思われる。印象的な点としては、大教室に新しいプロ

ジェクターが設置されているなど、他に比べ、一部設備の補強が確認された。また、実験室・

作業室は、使用された形跡はうかがえないが、派遣の専門家等の指導もあり、清掃が行われ表

面的には整理され、特に補修等の手入れをする必要はなかった。

　しかし、本訓練センターの機能全体を活用した研修を行うためには、内・外装面では、正面

玄関に同センターの表示看板がないこと、宿泊施設の一部内装の傷みなどに加え、特に、電灯

コンセント関係は、連絡通路等の上部に配線されているケーブル類の状況や実験用の機器類が

使用されてない状況から、全体的な点検や一部整備・補修が見込まれる。

（２） 実験室・実習室の設備機器の状況

　派遣専門家等の指導により、表面上の整理・整頓がされているものの、水質試験用の機器

類、実験プラント、及び関連する器具類をみても、ほとんど使用されていない状況であった。

機器類の管理状況についても、表面的には良好にみえるものの、専門スタッフがいないため、

電源を入れて確認できなかったが、すぐに使用できるものは少ないと思われる。特に、精密機

器類は、使用にあたって十分な点検・確認を要するものと見込まれる。また、配管等の実習室

の設備類は精密なものは少なく、比較的に単純な機械が多いため、多少の手入れによって、す

ぐに研修できるものと思われる。しかし、より実態にあった実習には欠かせない屋外の配管実

習用の溝は、ほとんど埋まっている状況にあり、漏水防止訓練ヤードも使用された状況がない

ため、使用するためには補修等の必要がある。

（３） その他

　事務所や情報処理機器室のパソコン類など備品関係であるが、研修関係の設備機器類に比べ

て活用状況は良好と推測される。機種全体として、年代的に古くなっているため、事務所には

一部新しい機種もみられたが、今後、本訓練センターの活用方向によっては更新の必要も考え

られる。また、事務室の一部に、共用備品類の製図用ドラフター、印刷機器類などが利用され

ないまま収納されており、なかには、開封されていない機器類もあるなど、貸与備品類が有効

に使われていない状況も一部確認された。
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　総括としては、全体として建物施設やその付随設備とも、多少、補修の必要があるものの、

今後も、十分に使用できるものと思われる。しかし、研修関連の設備機器類については、保

守・管理が、ほとんど行われていない状況である。その要因としては、経費削減等による使用

頻度の低下の影響も考えられるが、現場状況から推測すると、設備機器類に関する知識を持

ち、操作や扱いに熟知した専門家が不在であることが最も大きいと考えられる。
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４．当該分野の人材育成政策に関する最近の動き４．当該分野の人材育成政策に関する最近の動き４．当該分野の人材育成政策に関する最近の動き４．当該分野の人材育成政策に関する最近の動き４．当該分野の人材育成政策に関する最近の動き

　インドネシア政府においては、今後、地方分権政策を強力に推し進めることを予定している。

また、これに伴い水道環境衛生訓練センターについては、受講者の旅費等を含めた訓練費用を、

従来のような中央政府による全面的な負担とはせず、地方自治体による負担とする方向を打ち出

している。そのため、今後、中央政府の本訓練センターに対する予算措置は、人件費と最低限の

維持管理費だけとなる見込みであり、本訓練センターが自らの努力によって自立的な財政運営を

行うことが要求されている。なお、本訓練センター所長たちの見解によれば、同センターの自主

運営化は、2003年度から実施される見込みとのことであった。



付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料

１．居住地域インフラ省組織図

２．水道環境衛生訓練センター関係資料

３．ミニッツ
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１．事前評価の概要１．事前評価の概要１．事前評価の概要１．事前評価の概要１．事前評価の概要

１－１　事前評価調査団派遣の経緯と目的

　インドネシア共和国（以下、「インドネシア」と記す）政府は第４次国家開発計画（1984～1989年）

及び第５次国家開発計画（1989～1994年）で、インドネシアの水道並びに環境衛生サービスを改善

することを目標とし、1986年に我が国に要員訓練センターに対する無償資金協力、及び建設後の

プロジェクト方式技術協力を要請してきた。

　この要請に対し、1990年３月23日に無償資金協力（11億4,100万円）による水道環境衛生訓練セン

ター（Water Supply and Environmental Sanitation Traing Center）が完成し、引き渡しが行わ

れた。

　これに引き続き、1991年４月１日～1996年３月31日までのプロジェクト方式技術協力を実施した。

目的は、①水道及び廃棄物処理分野における中堅技術者を養成するための上級訓練コースを実施で

きる人材の育成を図る、②コース実施に必要な教材の開発を支援する、③さらに、プロジェクト終

了時において、インドネシア側独自で本コースの運営・管理ができるような能力を移転する、こと

であった。

　５年間のプロジェクト期間中に、所期の目標であった研修コース数及び受講者数にほぼ達成す

ることができ、インドネシア側で持続的に研修を実施できるようになったものの、より現状を反

映したカリキュラムの作成が必要なコースや教材作成が遅れているコースが見受けられた。

　そのためプロジェクト終了後は、1996年４月１日～1997年９月30日までのフォローアップとし

て、自立がまだ難しいコースや現実の変化に対応した改訂が必要なコースなどの支援を行うため

に、専門家派遣や研修員受入れを行った。

　フォローアップ終了後は、1997年の通貨危機の影響を受けて予算が大幅に削減されたことに伴

い、参加者数が減少して、研修コース数も減少を余儀なくされている。

　他方、インドネシアでは地方分権化政策を進めており、従来の中央政府主導から中央・地方の

行政機能強化を図っている。このように地方において実務に携わる技術者の人材養成が急務となっ

ているなかで、本訓練センターに求められる役割は一層大きくなっている。

　かかる状況に対処するため、インドネシア政府は従来のコースの質の向上を図り、よりニーズ

に合致したコースを実施するための人材育成を行うアフターケア協力を要請してきた。

　このような背景の下、2001年２月にアフターケア調査団が派遣された。当調査の結果、インド

ネシア中央省庁の再編直後であり、本訓練センターを所管する居住地域インフラ省人材開発庁が

十分機能する段階にそっておらず、同センターの状況を把握できていない状況であった。したがっ

て、実施体制の整備と関係機関との協力関係の機構を要望するにとどめ、この条件が整った段階

で協力内容について再度協議を行うこととした。
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　アフターケア調査の後、インドネシア側より、実施体制及び協力関係の整備が進みつつあると

の報告を受け、2002年９～10月にかけて事前評価調査を実施することとした。

１－２　評価者の構成

１－３　評価調査日程

担当分野 氏　名 所　属

団長／総括 国包　章一 国立公衆衛生院 水道工学部 部長

協力企画 長谷川敏久 国際協力事業団 社会開発協力部 社会開発協力第一課 職員

日順 月　日 時間 調査内容

１ ９月29日（日） 11：20

16：35

東京（JL725）→

ジャカルタ

専門家等（石原、宇仁菅、吉田各専門家、稲葉青年海外協力隊員、

秋山JICA事務所員）

２ ９月30日（月）  9：00

14：30

16：00

水道環境衛生訓練センター（ブカシ）との打合せ及び視察

（施設、機材、人材配置、活動状況の実態確認）

在インドネシア日本大使館表敬（河野一等書記官）

JICAインドネシア事務所との打合せ

３ 10月１日（火）  9：00

 9：15

10：00

15：00

居住地域インフラ省事務次官表敬（Mr. Djoko Kilimanto）

同省都市地方開発総局長表敬（Mr. Budiman Arief）

人材開発庁長官との打合せ（Ms. Ir. Sri Hadiarti）

（本訓練センターの現状・将来計画確認、協力ニーズの確認、プロ

ジェクト計画案の説明・協議）

タンゲラン水道公社訪問

４ 10月２日（水）  9：00

11：00

15：00

インドネシア水道協会との打合せ

（Dr. Benny Charib, Chairman of Training Foundation）

ミニッツ内容の協議、R／Dドラフトの説明・協議

協議の続き

５ 10月３日（木）  9：00

11：00

16：00

17：00

22：35

ミニッツの最終確認

ミニッツ署名

在インドネシア日本大使館報告

JICAインドネシア事務所報告

ジャカルタ（JL726）→

６ 10月４日（金）  7：45 東京



－60－

１－４　主要面談者

（１） インドネシア側関係者

１）　居住地域インフラ省（Ministry of Settlement and Regional Infrastructure）

Mr. Djoko Kilimanto 事務次官（Secretary General）

２）　人材開発庁（Human Resources Development Agency）

Ms. Ir. Sri Hadiarti Head

Mr. Ir. Ismanto Head of Training and Education for Personnel

Mr. Ir. Djajadi Prajitno Director of Water Supply and Environmental Sanitation

Training Center, Bekasi

３）　都市地方開発総局（Directorate General of Urban and Rural Development）

Mr. Ir. Budiman Arief Director General

４）　インドネシア水道協会（Indonesian Water Supply Association）

Dr. Benny Charib Chairman of Training Foundation

（２） 日本側関係者

１）　在インドネシア日本大使館

河野　典厚 一等書記官

２）　JICA派遣専門家

石原　平八郎 （水道計画）居住地域インフラ省都市地方開発総局派遣

吉田　宏明 （水道公社財務指導）居住地域インフラ省都市地方開発総局派遣

宇仁菅　伸介 （環境政策）環境省派遣

３）　青年海外協力隊員

稲葉　憲映 （水質検査）水道環境衛生訓練センター（ブカシ）派遣

４）　JICAインドネシア事務所

神田　道男 所　長

秋山　純一 所　員
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２．事前評価結果２．事前評価結果２．事前評価結果２．事前評価結果２．事前評価結果

２－１　総　括

　2002年９月30日（月）～10月３日（木）の間に、居住地域インフラ省及び保健省（Ministry of Health）

の関係者との協議、水道環境衛生訓練センターの視察を行ったほか、インドネシア水道協会（略

称：Perpamsi）及びタンゲラン水道公社（PDAM Tangerang）を訪問して情報収集した。

　居住地域インフラ省との協議では、事務次官Mr. Djoko Kirmantoをはじめ、人材開発庁長官Ir.

Sri Hadiarty、教育訓練局長（Director of Tainting and Education for Official）Ir. Ismanto、本訓

練センター所長Ir. Djajadi Prajitno及び都市地方開発総局長Ir. Budiman Ariefたちと面談し、本

訓練センターの独立採算法人化等に関する今後の見通しを確認するとともに、本プロジェクト実

施の必要性、更には本プロジェクトを実施した場合の日本・インドネシア側双方からの必要な投

入等について率直な意見交換を行った。

　以上の結果を踏まえて、インドネシア側との合意事項及び確認事項を取りまとめたミニッツ

（M／M）を作成して、調査団長と人材開発庁長官が署名した。

２－２　本プロジェクト実施の必要性・妥当性

　関係者からの聞き取り、報告に基づいて、水道・環境衛生分野における研修ニーズは引き続き

極めて高いこと、本訓練センターの施設は整備されており研修活動のポテンシャルも高いこと、

水道協会等関係機関の同センターの役割に対する期待もあることから、本件協力の実施は妥当で

あると判断された。

　本訓練センターの現状と今後の独立採算法人化等に関する見通しを踏まえ、今後の活動のあり

方について協議した結果、水道環境衛生訓練センター再活性化プロジェクトの実施の必要性につ

いて、本調査団と居住地域インフラ省との間で基本的に合意した。

　調査団は、本訓練センターの再活性化を図るうえで、最低限の活動を維持するために必要な予

算及び人材の確保が必要不可欠であることを、インドネシア側に伝え、これに対してインドネシ

ア側はその方向に向けて最大限努力することを約束した。

２－３　協力内容

　あらかじめ、準備したプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）案に基づき、日本側の協

力案をインドネシア側に対して説明した。基本的に本訓練センターの経営・組織能力を強化する

ための協力とすることについては了解を得られるとともに、日本側投入案についても基本的に了

承を得た。
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３．今後の計画３．今後の計画３．今後の計画３．今後の計画３．今後の計画

　本調査団はインドネシア側に対して、本プロジェクトの討議議事録（R／D）案を手交し、１週間

以内にインドネシア側からJICAインドネシア事務所宛に意見を提出するよう依頼し合意を得た。

これを受けて、今後インドネシア事務所を通して日本・インドネシア側双方の意見を調整したう

えで、早急に合意文書を締結する方向で手続きを進める。

（１） 前回調査以降における状況の変化等

　前回の2001年２月における調査時と今回の調査時について比較すると、水道環境衛生訓練

センター内部の状況は基本的に変化が認められないが、外部の状況は明らかに変化しており、

インドネシア政府の一部行政事務地方移管や、本訓練センターを含めた一部政府機関の独立採

算法人化が確実に進行していることが認められた。

　また、インドネシア水道協会では、訓練実績をその後も着実に伸ばしているようであった。

しかしながら、同協会としては少なくとも当面は、本訓練センターのような独自の訓練施設を

整備する計画はないとのことであり、充実した訓練設備・機材を有する本訓練センターとの協

力関係の維持・発展に対する期待は、依然として大きいことが認められた。

（２） 本訓練センターの独立採算法人化

　2003年４月から本訓練センターは独立採算法人化される見込みであるが、その最終的な決

定がいつになるかはまだ不明とのことであった。ただし、大統領令が既に署名待ちの状態にあ

り、近日中には署名がなされるという見通し、という報告である。

　ただし、独立採算法人化は民営化とは異なり、受益者から受け取った収益はすべて国庫に返

納することになり、次年度の予算において最大で90％が戻されることになっているが、その

比率については大蔵省が判断することになっている。したがって、収益を再投資にまわした

り、柔軟に配分することは認められていないことが報告された。料金設定についても大蔵省の

認可が必要なため、本訓練センター独自での設定は現状では難しいというコメントであった。

（３） 本訓練センターの予算と人材

　本訓練センターの再活性化を図るためにも、また本プロジェクトを円滑に進めるためにも、

予算と人材の確保は必須である。このうち予算に関して、現状における、訓練コース開催のた

めの開発予算の割り当てが極めて少なく、訓練機材の維持管理のための予算は全く確保されて

いない。また、人材に関しては、満足な能力を有するインストラクターが少なく、水質試験室

の管理責任者も確保されていない。インドネシアの会計年度との関係で、本プロジェクト開始
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当初からこれらの予算と人材を確保することは困難な見通しであるが、その必要性については

インドネシア側も十分に認められており、その確保に向けてインドネシア側の努力が期待され

る。

（４） インドネシア側本プロジェクト関係者の理解と協力

　本プロジェクトの円滑な実施を図るうえで、人材開発庁による全面的な支援が必要なことは

いうまでもないが、それと同時に、現業部門である都市地方開発総局による、予算及び人材面

における支援も非常に重要である。そのため、前回調査時と同様に、都市地方開発総局長とも

面談して積極的な支援を強く訴えた。同総局長は、本訓練センター設立時からの経緯について

十分な認識があるので、今後の支援についても大いに期待し得ると考えられる。

　また、今回は、インドネシア側の要請により居住地域インフラ省事務次官とも面談する機会

を得た。同次官との会見は短時間であったが、本訓練センターにおける人材開発の必要性につ

き十分な理解があるので、今後とも必要に応じて情報提供を図るとともに、その協力と支援を

取り付けるようにすることが重要である。

（５） JICA派遣専門家等による協力と支援

　本調査団は、その滞在期間中に石原 平八郎及び宇仁 菅伸介 長期専門家、吉田 宏明 短期

専門家、稲葉 憲映 青年海外協力隊員らとも面談・協議し、特に宇仁菅専門家を除いた他の

３名には終始行動を共にしてもらい、これらの専門家たちからも多くの有用な情報を得た。今

後、本プロジェクトを実施するにあたっては、これらの専門家、とりわけ本訓練センターに常

駐している稲葉協力隊員と、緊密な協調と連携を保つことが重要であると考えられる。

（６） 水道公社の状況

　本調査において、居住地域インフラ省の紹介により、ジャカルタ近郊のタンゲラン水道公社

を訪問した。同公社はISO9002を取得した数少ない公社である。同公社の建物は新しく、広

報用のパンフレットも整備されており、かつ技術部長をはじめとする職員の調査団に対する対

応もよく、組織能力はかなり高いという印象を受けた。全般の説明の後に浄水場を訪問した

が、その所長や分析責任者の対応ぶりや分析データの要望に対する素早い対応からも職員の能

力の高さがうかがわれた。

　しかしながら、浄水場の施設見学のなかでは、一部に施設の破損や不適切・不十分な維持管

理による問題点がみられた。説明では経済危機後の予算不足を理由にあげていたが、ジャカル

タ近郊という恵まれた経営環境にあり、ISO9002を取得した優良な水道公社においても、維

持管理上の問題を抱えているのが現状である。
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　専門家の報告では、多くの水道公社は比較にならないほどに遅れている状況にあり、さら

に、人材育成の需要は高い状況であるということである。
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４．ミニッツ内容４．ミニッツ内容４．ミニッツ内容４．ミニッツ内容４．ミニッツ内容

（１） 本件協力の背景の確認

　今回の調査団派遣に至る背景を確認した。

（２） JICAの技術協力スキーム

　2002年度より、「アフターケア協力」がなくなり、「技術協力プロジェクト」に統合された旨を

説明し了承を得た。プロジェクトのタイトルについても「水道環境衛生訓練センター再活性化

プロジェクト」とすることで合意した。

（３） 技術協力の必要性

　インドネシア側からの報告、現地視察結果等に基づき、水道・環境衛生分野における人材育

成ニーズは地方分権化の進展も相まって、従来にもまして重要性が高まっていることから、本

件協力の意義は高いとの認識を確認した。

（４） 水道環境衛生訓練センターの研修実施体制強化に関する要望

　本調査団よりインドネシア側に対し、プロジェクトの実施とそれに続く本訓練センターの維

持発展を確実なものとするために必要な、実施体制強化に向けた対応を要望した。具体的には

適切な人材の配置、予算確保、独立採算法人化等である。インドネシア側としては最大限努力

することに合意した。

（５） プロジェクト・マスタープラン

　プロジェクト・マスタープランについては、日本側が提示したPDM案に基づいて協議し、

ミニッツに添付されたとおりで合意した。日本側の投入案について、インドネシア側は原則合

意したが、専門家の業務指示書（TOR）及び機材リストについては、インドネシア側の案を日

本側に提出することとした。

（６） 日本側投入に関する協議

　インドネシア・日本側双方の投入については両者が合意すべきと主張し、その意向を踏ま

え、ミニッツに記載した。具体的には、専門家の語学力を含む資格要件についてインドネシア

側として確認したいということが強調された。これに対し、JICAはすべての長期専門家に語

学能力をその業務内容に従って要求していること、人選についてもTORに従って、最大限適

任者を選考していることを説明して理解を得た。
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（７） R／D署名までの手続き

　R／Dは、今回の調査結果（ミニッツ）に基づいて、JICAインドネシア事務所とインドネシア

側との間で協議を行い、署名を行う予定である旨を説明して合意を得た。

（８） 準備のための委員会会合

　インドネシア側において関係機関が複雑、かつ他省にもまたがることから、居住地域インフ

ラ省内の関係機関を集めた準備会合と、外部関係機関を含む準備会合が必要であろうという日

本側の認識を示した。インドネシア側は日本側の考えに同意し必要な手配を行うことで合意に

至った。



付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料

１．ミニッツ

２．プロジェクト・デザイン・マトリックス（ドラフト）











Project Design Matrix (Draft)
Project Title：The Project for Revitalization of Water Supply and Environmental Sanitation Training Center　　　Period：　　　, 2002～　　, 2003 (Two years)
Implementing Agency: Water Supply and Environmental Sanitation Training Center, Ministry of Settlement and Regional Infrastructure
Target Group: Internal organizations of Water Supply and Environmental Sanitation Training Center Date：Oct. 3, 2002

Narrative Summary Objectively Verifiable Indicators Means of Verification Important
Assumptions

Overall Goal
Water Supply and Environmental Sanitation Training Center will be revitalized
and maintained on self-financing basis.

1. Adequate number of activities are implemented in the center
2. Official systems to support the center’s activities are established

Annual Report and
Financial Statement of
the Center

Project Purpose
The center will establish the function to implement the Revitalization Plan and
start the operation of the Plan on self-financing basis.

1. Number of management staff, who has ability to formulate or revise the
working plans and/or revitalization plan in the center.
2. Laboratory and all the equipment for the working plan are frequently used and
maintained well.
3. Official systems drafted to support the center

1. Staff list and
interview result to them
2. Equipment list
3. Draft support system

Water works policy in
Indonesia will be stable.

Outputs
1.  Information necessary for making revitalization plan will be collected and
analyzed. (Information includes potential service that the center can offer to,
potential demand for such service, relevant training courses by water works
association etc.)
2. Working Plan of each service will be formulated.
3. Revitalization Plan, which is the integration of working plans and
management plan of the center, will be formulated.
4. Management staff of the Center will acquire the skills and knowledge, which
are necessary for formulation and revision of the working plans and/or
revitalization plan.
5. Equipment necessary for implementation of revitalization plan will be made
available for use, and management system of the laboratory and workshop is
established.
6. Proposal on reguratory systems to improve water supply and environmental
sanitation situation utilizing the center’s function is made and submitted for
approval by the government.

1. Information on potential services of the center, potential demand for the
services in the prospect of the water works in Indonesia, relevant training
courses and services by water works association or private companies.

2. Business plan of profitable services
3. Revitalization Plan

4. Number of management staff who involved in the formulation of the
Revitalization Plan

5. All the equipment listed in the Revitalization plan is made available for use
and management system of the laboratory is ready for implementation.

6. Proposal submitted to the government

1~6. Report by
Counterpart and Expert

The staff of the center
will be positive to
implement the
revitalization plan.

Activities
1. To grasp the present situation of Water Supply and Environmental Sanitation
Center, and to collect information necessary for formulation of revitalization plan
of the center
2-1. To identify the potential services that the center can offer on self-financing
basis by analyzing the collected information, and make a list of potential
services
2-2. To analyze the demand for the each service listed, and estimate the cost
and revenue
2-3. To make implementation program (contents of the services, staff and
division in charge, financial plan) of each service listed
3. To formulate the Revitalization Plan considering the future prospect of the
water supply and environmental sanitation sector
4. To transfer the skills and knowledge necessary for formulation and revision of
the Revitalization Plan, through the collaborative work to formulate the plan
5. To rehabilitate the equipment in the Center and provide additional one, and to
prepare for management system of laboratory/workshop and training of
management staff
6. To consider official systems to improve water supply and environmental
sanitation utilizing the center’s function, and make proposal on them

Inputs
[Indonesian side]
-Assignment of counterpart personnel (management staff responsible for
business administration of the center must be full-time counterpart)
-Assignment of administrative personnel
-Buildings / facilities / equipment
-Expenses for maintenance of equipment
-Expense and staff necessary for implementation of the Revitalization Plan
[Japanese side]
-Long-term experts;
Advisor on Improvement of Management and Organization  24 M/M
Advisor on Laboratory and Workshop Management maximum 24 M/M
-Short-term experts;  As required
-Training of counterpart personnel in Japan or in the third countries
when necessary
-Repair of the necessary equipment provided in the previous project
-Provision of additional equipment necessary for revitalization plan

1. Appropriate number of staff with appropriate
experiences is assigned to the center.

Preconditions
1. The center is authorized as self-financing
organization by the government.
2. The center has appropriate human resources
and budget allocation to provide services that can
be operated on self-financing basis.
3. Demand for services of the center (training,
water quality analysis, certification of authorized
water works engineers) exists in the prospect of
water works policy in Indonesia
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